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事業報告 
第 19期(2023年 2月 21日から 2024年 2月 20日まで) 

 

1. 会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過および成果 

当会計年度(2023年 2月 21日から 2024年 2月 20日まで)におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感

染症の位置づけが「5類感染症」への移行に伴い社会経済活動の正常化が進んだことから、景気は緩やかな

回復基調となりました。しかしながら、不安定な国際情勢、資源•エネルギー及び原材料価格の高止まり、

世界的な金融引き締め、円安の進行や消費者物価の上昇などの不安から、消費者の生活防衛意識はこれまで

以上に高まっており、依然として不透明な状況が続いております。 

当不動産賃貸業界におきましては、新型コロナウイルス禍からの経済再開が追い風となり、基準地価は 

2年連続上昇しております。当社としては主要借主様であります商業店舖の収益の回復に期待する反面、地

方都市の店舗の空室化や、商業地価の停滞による家賃相場の変動に注視する必要があります。  

このような状況の下、主要事業である不動産賃貸業においては前年度誘致の新規テナント様の収入にて

前年比 100. 7%と増収となりましたが、第 4四半期にテナントの退店が発生、今後は早期の退店跡地への誘

致を行うと同時に、未活用資産の活用や新規収益物件の発掘を重点に活動をしてまいります。外販事業にお

いては、岐阜県警察の入札案件の落札による増に加え、コロナ規制緩和による取引企業様の社内行事や業績

の回復による既存取引法人の伸張により、売上高前年比 130%と大幅な増収となりました。しかし、大口顧客

である企業様の粗品受注の減少や、販路拡大に向けた新規法人顧客の獲得ができておらず、今後の課題とな

っております。 

経費については、自社保有資産の経年劣化の対策として修繕計画を作成し、本年度は平和堂穂積店の屋根

塗装の修繕(11百万円)を実施し費用増となりました。 

以上の結果、当事業年度の営業収益は、954百万円前年比 104. 6% (前年差 42百万円増)となり、内訳は売

上高が 161百万円前年比 130. 5% (前年差 37百万円増)、不動産賃貸収入他は 791百万円前年比 100. 7% (前

年差 5. 4百万増)、売上総利益は 814百万円前年比 101% (前年差 8. 7百万円増)となりました。不動産賃貸

収入は前期のテナント誘致が寄与し増収となり、売上高については岐阜県警察本部の新規入札案件の落札、

また一般法人のコロナ回復により増収となりました。 

販売費及び一般管理費は、592百万円前年比 102.3% (前年差 13百万円増)となり、内訳は、人件費が 53百

万円前年比 101.7% (前年差 0.8百万円増)、販売費は 9. 9百万円前年比 119% (前年差 1.6百万円増)管理費は

528百万円前年比 102% (前年差 11百万円増)となりました。販売費の増要因は店頭催事による 催事費の増に

よるものであり、管理費の増要因は、当社建物資産の屋根塗装(平和堂穂積店)における 修繕費の増による

ものであります。 

以上の結果、営業利益は 221百万円前年比 97.7% (前年差 5百万円減)、経常利益は 221百万円前年比 97.9%  

(前年差 4. 6百万円減)、税引前当期純利益は 220百万円前年比 100.2% (前年差 0.6百万円増)となり、法人税 

相当額と法人税等調整額を入れた当期純利益は149百万円前年比93.9% (前年差 9.6百 万円減)となりました。 

資産合計は 1,535 百万円前年比 95. 9% (前年差 64百万円減)となり、内訳は流動資産 330百万円 (前年差 

44百万円減)、固定資産 1,204百万円(前年差 19百万円減)で、主な要因は借入金の返済による現金•預貯金 

の減少と、減価償却による減少であります。 

負債合計は 1,642 百万円前年比 88.5% (前年差 213百万円減)となり、内訳は流動負債 933百万円(前年差 

590百万円増)、固定負債 709百万円(前年差 803百万円減)で、主な要因は借入金の返済によるものでありま 



す。 

よって、資産合計 1,535万円に対し、負債合計 1,642百万円で純資産合計は△107百万円となり、前年度 

より債務超過額が 149百万円減少いたしました。 

尚、本年度の会計方針について変更はありません。 ' 

(2) 設備投資等の状況 

平和堂ノースウェスト店非常用照明の更新(4,300千円)、平和堂穂積店屋根塗装(11,000千円) の他、雨漏

れ等の修繕を実施しました。 

(3) 資金調達の状況 

資金残高の改善により、借入金 210 百万円を返済(一括返済 200 百万円、分割返済 10 百万円)いたしまし

た。この返済による新たな資金調達はございません。 

(4) 対処すべき課題 

収益の軸であります不動産賃貸業においては、テナント退店影響による減収が見込まれるため 退店跡地へ 

の早期の新規誘致と、現不動産の未活用資産の活用が重点活動となります。 

また、当社建物資産の経年劣化による計画的な修繕を実施し資産価値を高め、安定的な収入が得られるよ 

う投資をしてまいります。 

外販事業では、既存取引企業の受注が減少をしており、新たな企業獲得に向けた取組みを強化しまた店頭

摧事を拡大しヤナゲンらしい商品企画を提案し、安定的な収益を獲得してまいります。ヤナゲン大垣本店跡

地の再開発については、2024年度の予定である都市計画決定及び本組合の設立に向けた活動を計画的にすす

め、今後も、駅前にとって魅力ある形になるように、事業推進にむけた建設的な提案をしてまいります。 

(5) 財産および損益の状況の推移 

(単位:千円) 

区 分 

第 15期 

2019. 2. 21〜 

2020. 2. 20 

第 16期 

2020. 2. 21〜 

2021.2. 20 

第 17期 

2021.2.21〜 

2022. 2.20 

20 

第 18期 

2022. 2. 21〜 

2023. 2.20 

20 

第 19期 

2023. 2. 21〜 

2024. 2. 20 

営業収益 2, 433, 

759 
889, 884 937,012 911,690 954, 239 

営業利益 115, 681 201,850 216, 041 226, 930 221,876 

経常利益 115,415 200, 772 214,719 225,957 221,284 

当期純利益 140, 833 179, 007 138,569 159,095 149, 395 

1 株当り当期純利益(円) 140, 833 179, 007 138,569 159, 095 149,395 

1 洙当り純資産額(円) △ 733,475 △ 553, 828 △ 415,561 △ 256, 373 △107,169 

純資産 △ 733,475 △ 553,828 △ 415, 56L △ 256,373 △107,169 

総資産 1,624,112 1,721,674 1,618, 697 1,599,796 1,535,642 
  



(6) 重要な親会社及び子会社並びに企業統合等の状況 

①  親会社の状況 

当社の発行済株式総数の 95%は、株式会社平和堂(滋賀県彦根市西今町 1番地、資本金 

11,614百万円)の所有のため、株式会社平和堂の連結子会社であります。 

②  重要な子会社の状況 

当社は、株式会社ヤナゲン友の会(清算前資本金 2千万円)の全株式を保有していましたが 

平成 26年 02月 24日に清算結了しています。尚、当該清算会社の会員からの申出があった場合 は、当

社で引き続き対応しています。 

(7) 主要な事業内容 

① 不動産賃貸業 

② 特販事業           物販、外販営業 

③ お客相談室     商品アフター、商品券他問合せ対応 

 

   (8)主要な事業所 
       管理統括部     岐阜県大垣市高屋町 1丁目 56番地 

 

(9)従業員の状況 

年度 

 

区分 

2022/2/20 2023/2/20 2024/2/20 

実績 実績 前年比 増減 実績 前年比 増減 

正社員 4 4 100.0% 0 4 100.0% 0 

特務社員 3 1 33. 3% △ 2 1 100.0% 0 

パート 0 2 - 2 2 100.0% 0 

アルバイト 0 0 
 

0 0  0 

合計 7 7 100.0% 0 7 100.0% 0 

備考：出向者なし。人員数は 8時間換算(半期)  
 

正社員 
2022/2/20 2023/2/20 2024/2/20 

実績 実績 増減 実績 増減 

平均年齢 52.5 歳 53.5 歳 1.0 54.5 歳 1.0 

平均勤続年数 28.3年 29.3 年 1.0 30.3 年 1.0  

(10)主要な借入先 

借入先 借入金残高 

大垣共立銀行 800, 000 千円 
 

2. 会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数      1,600 株 

(2) 発行済株式総数       1,000 株 

(3) 株主数および株主               2名 

(4) 大株主 

株主名 株数 出資株比率 

㈱平和堂 950 株 95 % 

㈱大垣共立銀行 50株 5 % 

 



3. 会社の役員に関する事項 

(1)取締役および監査役 

地 位 氏 名 担当又は他の法人等の代表状況等 

代表取締役社長 遠藤 正行 
 

取締役 池田 浩也 
㈱平和堂 執行役員経営企画部 兼 関連事
業部長 

取締役 森下 光晴 ㈱平和堂開発部部長 

監査役 野村 司 ㈱平和堂監査室室長 

(2) 取締役および監査役の報酬等の総額 

当社の取締役 3名の内、常勤取締役は 1名です。その 1名が役員報酬対象者となり、 

今年度報酬支給総額は 10,078 千円であります。尚、取締役 2名•監査役 1名は 無報酬 

の取締役•監査役であります。 

 

4. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項(概要) 

(1) 内部統制システムに関する施策の実施状況 

① 当社のコンプライアンス体制 

当社は、「ヤナゲンクリーンライン」及び「セクハラ相談窓口」を設置し、法令順守と企業倫理

確立を図っております。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、取締役の職務の執行を記録するため、「取締役会規則」および「稟議規程」に従い、取

締役会議事録や稟議書類を適切に保存•管理しております。 

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社の重要な投資案件については、経営会議で十分な審賺をした上で、取締役会において 監査役の

意見も取り入れて決定しております。 

② 当社は、リスクマネージメント及びコンプライアンスに関する事項全般について、経営会議 におい

て情報収集や対策を立案し、取締役会に報告、指示を受ける社内体制をとっております。 

③ 当社に火災•地震•その他の危機が発生したような緊急時には、「緊急連絡網」により即座に経営ト

ップをはじめ関係部室長に情報の伝達•指示•報告が取れる体制を整備しております。 

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制 

① 当社は、取締役の職務を効率的に実行するために、経営会議を月末に開催しております。 

② 営業面、管理面の業務に関しては、全体共有会議を毎週月曜日に開催し、前週の業務内容今後の課

題を全員で共有するとともに、施策の検討•指示を実施しております。 

(4) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、原則として毎年組織や業務の見直しを実施しており、社会情勢や顧客の変化に柔軟に対応

できる組織により、役職者を含む従業員等との風通しのよい体制をとっております。 

② 当社は、毎年 2回社員全員を集めて、経営方針を徹底するための方針説明会を実施しており、全

従業員が方針•目標を共有し業務に邁進しております。 



③ 当社は、「稟議規程」を整備し、素早い意思決定が組織的にできる体制をとっております。 

④ 当社は、コンプライアンス体制の維持•強化のため、全体共有会議等にてコンプライアンス に関

わる指導および研修を実施しております。 

⑤ 当社は、内部通報制度の一つとして、「ヤナゲンクリーンライン」を設置しております。 

(5) 株式会社並びにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す

るための体制 

① 当社は、平和堂のグループ会社として原則として四半期に 1回の定例会議に参加し、親会社並びに

関連会社と経営全般に関し相互に業務の執行状況の報告•意見交換を実施しております。 

② 当社は、平和堂「グループ会社管理規程」を遵守しており、グループとして統一的な規範に従い

行動しております。 

③ 当社は、親会社平和堂の監査部門による監査を定期的に受けており、指摘事項については、改善

計画を作成し改善への取り組みを進めております。 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該 

使用人に関する事項および使用人の取締役からの独立性に関する事項 

当社は、監査役から求めのあった場合、専任の担当者を配置し、かつ専任者の評価および異動等に

おいても、独立性を確保する体制を整えます。 

なお、現在のところ、監査役からは特に専任者の要請等は受けておりません。 

(7) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況 

当社は、コンプライアンス•マニュアルに基づき、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で 臨み

関わりを一切持ちません。また、このような団体•個人から不当な要求を受けた場合には、 警察等外

部機関と連携し、関係部署が連携•協力して組織的に対応致します。 
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